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１）国総研のᓎ割
①背景・体制

（行政部門） （技術研究部門）常時一体となって
業務を遂行

国

独
立
行
政

国交省の技術
全般の研究・
開発拠点

業務を遂行

政策の企画立案

新たな課題の設定
調査方針の決定

技術的根拠の整備・妥当性検証

会 政
法
人

調査方針の決定

技術基準の策定
基準作成の方針決定

技術基準の原案等の作成・提示、
定期的検証国

マ
ス

他
省
庁

災害対策の総括 現場状況の調査・報告
新たな施策の提案

ス
メ
デ
ィ
ア

庁
研
究
機

（事業実施部門） 国民の生命・財産に関わる施設の安

民
ア 機

関

災害・事故発生時の
復旧対応

直轄事業の執行 管理

全性評価等、災害時等の技術指導

根幹的技術の研究開発・技術指導

地
方
自

民
間
・
大
学

3
直轄事業の執行・管理

技 究 技
地整の中核技術指導者の育成

自
治
体

学
等

ⅠⅠ 23ⅠⅠ 23

2
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3）研究予算
①背景・体制

（H24.4.㩷1時点）（⊖万）

■研究経⾌（事業予算等）

■研究経⾌（行政部⾌）

12,000

14,000 ■㪙-㪛㪘㪪Hプ䊨䉳䉢クト事業⾌

（下水処理のプ䊨セスから資Ḯ
やエネルギーを回収する技術
を開発するプ䊨䉳 クト）

2 238 2 748

10,000

を開発するプ䊨䉳䉢クト）

10 344

2,238 2,748

6 000

8,000

10,344 9,479

6,463 6,848 6,8534,000

6,000
9㪃086 9㪃601

756 802 745 637 5950

2,000

䳍䳍756 802 745 637 5950
H13 H21 H22 H23 H24 年度

䳍䳍

国総研の最近の状況２）本省・国総研を取り巻く近年の状況
Ĭ背景・体制

１１）東日本大震災
多大なる地震・津波被害多大なる地震 津波被害

２）度重なる災害
年 新燃岳噴火23年１月 新燃岳噴火
７月 台風第６号による高知県平鍋ダム周辺土砂災害
９月 台風第１２号による災害９月 台風第１２号による災害
９月 台風第１５号による災害

３）社会資本の急速な老朽化

戦後の高度経済成長期に整備されてきた社会資本の高齢化
の急速な進行の急速な進行
特に昨今の厳しい財政状況により、

既存施設の維持管理 更新にも支障を来すおそれ既存施設の維持管理、更新にも支障を来すおそれ
重大な事故や致命的な損傷等が発生するリスクの上昇
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5）新規組❱
①背景・体制

◆災害対応の強化

新組❱名⒓

河川研究部 水防災システム研究官 新規

ᴪ岸海洋・防災研究部 ᴪ岸海洋研究部

津波災害研究官

危機管理研究ቶ 空港研究部

新規

◆維持管理への対応の強化

空港ターミナル研究ቶ

◆維持管理 の対応の強化

新組❱名⒓

道路研究部 道路構造物管理䍚䍛䍡䍯研究官 新規

４）定員（⡯員数の推移）

①背景・体制

◆全体としては減ዋ向であるものの、研究⡯の人員は維持

3395 394 393 391 390 386 381 377400

450

研究⡯
386 381 377 371 369 367 366

300

350

400

⡯

行政⡯

合計

251 251 251 251 251 252 252 252 252 252 252 253

200

250

⡯
員
数㪲

人㪴

144 143 142 140 139 134 129 125 119 117 115 113

100

150

0

50

H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24
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１）災害調査
②平成23年度の活動

◆東日本大震災
への派遣 専門分野 延べ派遣人数

下水道 ５８人（１１９人日）下水道 ５８人（１１９人日）

河 川 １３人（３６人日）

海 岸 １２人（２９人日）

道 路 ８５人（１５９人日）道 路 （ ）

ダ ム ３人（８人日）

建 築 ４４人（１１６人日）

空 港 ６人（３４人日）

調査実施市区町村

港 ḧ ２４人（６６人日）

砂 防 １７人（２５人日）

合 計 ２６２人（５９２人日）

（平成23年3月11日～平成24年3月31日）

◆大規模災害が発生 た場合 所属する専門技術者を派遣

１）災害調査
②平成２３年度の活動

◆大規模災害が発生した場合に、所属する専門技術者を派遣

→Ｈ２３年度は大規模災害が多発
4455

400

500

年度は大規模災害が多発
し、災害の度に数次に亘って派遣
するなど派遣規模が大幅増

177
194

285

200

300

400

人
日

80

0

100

H19 H20 H21 H22 H23

◆主な災害調査派遣事例
（東日本大震災） 人日（ 年度分も含む）

派遣規模（人数・日数）の推移

H19 H20 H21 H22 H23

（東日本大震災） ５９２人日（Ｈ２２年度分も含む）
・鹿島港及び茨城港の津波被害調査（TEC－FORCE) 2人日
・宮城県及び福島県における下水道の被害調査 12人日
・岩手県及び宮城県における橋梁の被害調査（TEC－FORCE等) 8人日
・岩手県及び宮城県における建築物の被害調査 12人日
・岩手県及び宮城研における土砂災害の危険度調査 8人日岩手県及び宮城研 おける 砂災害 危険度調査 人

（台風12号）53（人日）
・十津川村、五条市、天川村の土砂崩れ現地調査 （TEC－FORCE)8人日
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2）技術指導
②平成23年度の活動

◆災害現場での施設の安全性評価等整備ዪや地方公共࿅体等
へ技術指導を実施

623
700

623

401

479
530

464

400

500

600◆災害関係約50ઙ
（Ｈ22年度11ઙから大幅に増加）

200

300

400
ઙ
数

・地震、津波に対する堤防設計について
・石巻市の下水の災害復旧について
・津波避難の安全性評価ついて

技術指導ઙ数の推移

0

100

H19 H20 H21 H22 H23

津波避難の安全性評価ついて

・被災３県における災害公営住宅の計
画・供給手法について 等

◆出前⻠ᐳに加え、地整⡯員に対する「しかけ⻠ᐳ」を開始

被災からの教訓や技術基準の考えを迅速に現場 反映させるため 地整及

技術指導ઙ数の推移

・被災からの教訓や技術基準の考えを迅速に現場へ反映させるため、地整及
び事務所の⡯員に対して実施
・東日本大震災の被災状況、道路ネット䊪ークのᓎ割、道路関連技術基準への

映等 解⺑反映等について解⺑
・Ｈ２３年度の⻠ᐳ実績 (地整：１䋬河川国道事務所：１䋰䋬技術事務所：４)

１）災害調査
②平成23年度の活動

◆台風12号への派遣

・9月3日 台風12号が高知県東部に上陸

専専門分野 延べ派遣人数

河 川 6人 （12人日）・9月3日 台風12号が高知県東部に上陸
・9月4日 本省災害対策本部から

TEC-FORCE派遣要請

河 川 6人 （12人日）

道 路 1人 （2人日）

砂 防 12人 （39人日）

◆十津川村 五條市 天川村の土砂崩れ現地調査について

合 計 19人 （53人日）

◆十津川村、五條市、天川村の土砂崩れ現地調査について

・台風通過直後から奈良県・三重県・和歌山県
にTEC-FORCE隊を派遣（9月4日2名）

写真

にTEC FORCE隊を派遣（9月4日2名）
・河道閉塞（天然ダム）・土石流・地すべり災害等
の調査、警戒避難、応急対策等について技術
指導を実施

写真
指導を実施
・河道閉塞については、改正土砂災害防止法に
基づく近畿地整の緊急調査（天然ダム決壊によ
る土石流氾濫範囲 越流開始時期等の予測及

五條市大塔町宇井地区の深層崩壊

る土石流氾濫範囲、越流開始時期等の予測及
び公表等）を技術支援
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3）施策への反映
②平成23年度の活動

◆本省と連名で重要な施策の公表など、国交省の技術全般の
研究・開発拠点としてのᓎ割を明確化

◆主な本省と連名の公表事例

「平成２３年東北地方太平洋沖地震による津波の対策のための津波浸水シミュ
レーションの手引きについて」
（7月11日「水管理・国土保全ዪと連名で記者発表」）（7月11日「水管理・国土保全ዪと連名で記者発表」）

「液状化対策技術検討会議の検討成果について」
（8月31日「大⤿官ᚱ 総合政策ዪと連名で記者発表」）（8月31日「大⤿官ᚱ、総合政策ዪと連名で記者発表」）

「平成２２年度 道路交通センサス 一般交通量調査結果の要について」
（ 月 「道路ዪと連名 記者発表 ）（9月30日「道路ዪと連名で記者発表」）

「䌉䌔䌓ス䊘ットを活用した物流効率化の官民実証実験を開始しました」
（2月20日「道路ዪと連名で記者発表」）

他４ઙ

3）施策への反映
②平成23年度の活動

◆災害関連14ઙ（ 22年度4ઙから大幅に増加）

◆法等に基づく技術基準、ガイドライン、指針等の作成

・設計津波の水位の設定方法について（平成23年7月）
・津波防災地域づくり法施行規ೣ及び同規ೣ第31条に基づく避難施設に関する
技術基準 制定（平成 年 月）

法 基づく技術基準

技術基準の制定（平成23年12月）
・道路橋の耐震設計に用いる設計地震動の改⸓（平成24年2月）

法に基づく技術基準

（法、政、省、告示）

3ઙ

6㩼

その他

5ઙ

10㩼

本省の委員会等資料

12ઙ

23㩼

ガイドライン・指針等

32ઙ

23㩼

61㩼

施施策への反映先 計52ઙ
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主な研究成果
③平成２３年度の研究成果

・気候変動下で大規模水災害に適応する基盤技術の開発

・䍝䍎䍚䍊ﾙ䍕䍊䍩䍽䍞ﾙの特性に応じた地域防災力向上方策に関する研究

土砂移動を考慮した治水安全度評価手法に関する研究・土砂移動を考慮した治水安全度評価手法に関する研究

・高層建築物の地震後の火災安全対策技術の開発

・ዊ規模建築物の雨水浸入要因とその防止策に関する研究ዊ規模建築物の雨水浸入要因とその防止策に関する研究

・社会資本の予防保全的管理のための点検・⋙ⷞ技術の開発

・信頼性とリスクを考慮した道路構造物資産の予防保全的管理手法に関

する研究

・空港基本施設の予防保全的な設計技術

省CO2効果からみた䊍 トアイランド対策評価に関する研究・省CO2効果からみた䊍ートアイランド対策評価に関する研究

・エアラインの行動を考慮した空港㔛要䊙ネ䉳メントに関する研究

・持⛯可能な⥃海部におけるᑄ᫈物埋立処分に関する研究持⛯可能な⥃海部におけるᑄ᫈物埋立処分に関する研究

・都市におけるエネルギー㔛要・供給者間の連携と᷷ቶ効果ガス排出量取

引に関する研究

・ᴁ水域環境の保全・再生に関する研究

4）研究成果の発信
②平成23年度の活動

◆調査結果や施策化の方向性等に いてタイムリ に情報発信◆調査結果や施策化の方向性等についてタイムリーに情報発信

◆報告会等の開◆報告会等 開
H23.4.26：東日本大震災調査報告会（被害状況と復旧支援等）【642名】

5.11：東日本大震災による港ḧ・空港・Ṫ港の地震・津波災害調査報告【約1000名】

6.10：建築分野における東北地方太平洋沖地震調査発表会【約200名】

12 1 国総研⻠Ṷ会 【837名】12.1：国総研⻠Ṷ会 【837名】

H24.3.13㩷㪃21：東日本大震災報告会 ～震災から１年を経て、見えてきたこと～
【東京会場：520名 大㒋会場：359名 ネット中⛮：アクセス580ઙ】【東京会場：520名、大㒋会場：359名、ネット中⛮：アクセス580ઙ】

◆国総研H㪧における情報発信

「東日本大震災」の特設䊕 䉳「東日本大震災」の特設䊕ー䉳
㪿㫋㫋㫇㪑//㫎㫎㫎.㫅㫀㫃㫀m.㪾㫆.㫁㫇/㫃㪸㪹/㪹㪹㪾/㫊㪸㫀㪾㪸㫀/㪿23㫋㫆㪿㫆㫂㫌/㫀㫅㪻㪼㫏.㪿㫋m㫃

（アクセスઙ数 29㪃386ઙ）

「災害調査報告」の䊕ー䉳
（アクセスઙ数 4㪃731ઙ） 等
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③平成２３年度の研究成果

気候変動下で大規模水災害に適応する基盤技術の開発

２．平成２３年度の研究成果
①気候変化予測の地域的変化情報への⠡⸶①気候変化予測の地域的変化情報 の⠡⸶

各地域の年最大日降雨量は1.0-1.2倍程度増加。三大ḧの高ầ
の出現頻度は中程度以上は増加、ዊ～中程度は減ዋとᭂ端化

②降 変 が治水施策 与 る影響 全 ク 評価②降雨変化が治水施策に与える影響の全国䊙ク䊨評価
雨量変化後も当初計画と同じ治水安全度を維持しようとする場

合に 必要整備量は全国平ဋで1 8～3 5倍程度増加と試算合に、必要整備量は全国平ဋで1.8～3.5倍程度増加と試算
③20流域を被害発生特性から㘃型化

㪔㪕㘃型別の適応策ガイドライン策定へ反映㘃型別 適応策 イ ライン策定 反映

1.0-
1 2倍

1.8-
3.5倍
程度

各
項
目 1.2倍

程度

程度目
の
倍
率

降雨 流量 整備労力 氾濫頻度降雨 流量 必要整備量 氾濫頻度
＜成果２＞ 洪水規模に応じた被害発生特性

２河川の事例＜成果1＞ 降雨増加による河川の必要整備量の増加

②平成２３年度の研究成果

気候変動下で大規模水災害に適応する基盤技術の開発

１１．背景・目的

我が国の治水の特徴
治水施設 の依存度が高い・治水施設への依存度が高い
・治水施設の整備率は当面の目標に対して約６割程度
・超過洪水に対する脆弱性が高い超過洪水に対する脆弱性が高い
を踏まえて、気候変動による水害リスク増大への実行可能な適
応が求められている。

地域的な外力変化を見積り それに適応可能な施策オプシ ン地域的な外力変化を見積り、それに適応可能な施策オプション
を拡充し、さらに施策オプション群を流域の被害増加特性に応じ
て組み合わせる考え方を明らかにし、これらを基本的枠組み（ガて組み合わせる考え方を明らかにし、これらを基本的枠組み（ガ
イドライン等）として提示する必要がある。
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社会資本の予防保全的管理のための点検・⋙ⷞ技術の開発
③平成２３年度の研究成果

１．背景・目的 建設後５䋰年以上経過する社会資本の割合

限られた予算では、⤘大な資産
に対し 「事後的管理」から

約8㩼 約25㩼 約51㩼

䈀約１５万橋（橋長１５ｍ以上）䈁

道 路 橋

ＨＨ3131年度年度ＨＨ2121年度年度 ＨＨ4141年度年度

に対し、「事後的管理」から
「予防保全的管理」への転឵
が必要

約11㩼 約25㩼 約51㩼

約3㩼 約7㩼 約22㩼

䈀約 万橋（橋長 以 ）䈁

䈀約８千施設䈁

河川管理施設
（水門等）

下水道管き䉊 約3㩼 約7㩼 約22㩼

約5㩼 約19㩼 約48㩼

䈀約５千施設䈁

䈀総延長：約３９万䌫ｍ䈁

下水道管き䉊

港ḧ岸壁

本研究では、① 構造物の目ⷞ困難な部位、② 目ⷞでは評価が
困難な構造物 変状 点検 ⋙ⷞ ⸻ᢿ技術を新たに開発

䈀約５千施設䈁

困難な構造物の変状の 点検・⋙ⷞ、⸻ᢿ技術を新たに開発

䇺見えるとこ䉐を見る䇻 から 䇺⸻るべきとこ䉐を⸻る䇻 へ䇺見えると 䉐を見る䇻 から 䇺⸻る きと 䉐を⸻る䇻

③平成２３年度の研究成果

気候変動下で大規模水災害に適応する基盤技術の開発

３３．成果の施策への反映

㘃型別の施策䍓䍪䍽䍚䍌ﾝㆬᛯと組合わせの考え方の提示（H24年度）

㘃型別の適応策検討のガイドラインの提示（H25年度）

個別流域での適応策計画への反映（H25年度以降）個別流域での適応策計画への反映（H25年度以降）
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③平成２３年度の研究成果

社会資本の予防保全的管理のための点検・⋙ⷞ技術の開発

３．成果の施策への反映

・引き⛯き、点検⋙ⷞ技術の開発・改良、点検⋙ⷞ結果の評価方法
の確立及び評価基準（原案）の作成等を行う。（H24年度）

・開発した成果（点検・⋙ⷞ技術、評価基準等）は、法等に基づく
技術基準等に反映を予定 （研究開発⚳ੌ以降（H25年度～））技術基準等に反映を予定 （研究開発⚳ੌ以降（H25年度 ））

③平成２３年度の研究成果

社会資本の予防保全的管理のための点検・⋙ⷞ技術の開発

構造物の目ⷞ困難な

２２．平成２３年度の研究成果 研究期間（H22～24年度）

外壁面の㆙㓒⸻ᢿを 老朽化した管路のTV構造物の目ⷞ困難な
埋ㄟ部・ㆤ⭁部を対象
とした非破壊検査法の

外壁面の㆙㓒⸻ᢿを
目的とした壁面走行型
外壁⸻ᢿ装置の開発

老朽化した管路のTV
䉦メラ調査によるスク
リー䊆ング手法の開発

開発 【䍘ﾝ䍖䍶䍎ﾄ埋ㄟ部】 【建築】 【下水道】

◲易䉦メラによる可ⷞ範囲確実験壁面走行型外壁⸻ᢿ装置㪓試作機㪕㍑材内部（⣣㘩形状）を可ⷞ化

結果出力例

◲易䉦メラによる可ⷞ範囲確実験
（䊙ン䊖ール内）

壁面走行型外壁⸻ᢿ装置㪓試作機㪕
（壁面にๆ⌕しながら移動）

※㩷既存の技術を、社会基盤施設の点検・⋙ⷞ、⸻ᢿ技術に応用

㍑材内部（⣣㘩形状）を可ⷞ化
（超㖸波フ䉢ー䉵ドアレイ）

①ណ用する技術の有効性確→㩷②試作機の開発と性能確試験
（H23年度）
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③平成２３年度の研究成果

信頼性とリスクを考慮した道路構造物資産の
予防保全的管理手法に関する研究

２．平成２３年度の研究成果
防㘩機能劣化

㍑㊳桁橋における損傷種㘃別の損傷率の例

予防保全的管理手法に関する研究

直轄道路橋（約２．２万橋）の定期
点検結果を分析し、
初期損傷注 有無と程度を 損傷

防㘩機能劣化

⣣㘩

床版䈵びわれ

主

桁

乫
・初期損傷注１の有無と程度を、損傷
の種㘃別、部材別に把握
・損傷進行の実態を把握の上

離・㋕╭㔺出

漏水・ㆆ離石Ἧ

0 20 40 60 80(%)

Ｃ
床
版

・損傷進行の実態を把握の上、
信頼性を有するよう、劣化予測で
区分すべき単位（構造

0      20      40      60      80(%)
■初期損傷率、 ■＋■全点検での損傷率

形式、材料、部位、
架橋環境等の区分け）
とその劣化曲線を提示

損傷
程度

とその劣化曲線を提示

注１

0    10   20   30   40   50  0    10   20   30   40   50(経過年)
桁端部 桁中間部

注１：

初期損傷…供用後２年以内の初回点検
で発見された損傷

③平成２３年度の研究成果

信頼性とリスクを考慮した道路構造物資産の
予防保全的管理手法に関する研究

１１ 背背景・・目的

予防保全的管理手法に関する研究

１．背景 目的

道路構造物において、予防保全を図るためには、個々の橋の状態道路構造物において、予防保全を図るためには、個々の橋の状態
を確実に把握するとともに、劣化予測に基づく適切な時期の適切な
措置が重要

・全国の点検結果を分析し、道路橋の劣化特性とその要因との関係
を把握を把握
・ライフサイクルコスト評価や将来の状態予測に用いるための劣化
曲線とその信頼性評価結果をとりまとめ
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③平成２３年度の研究成果

空港基本施設の予防保全的な設計技術

１．背景・目的

・国内の基幹空港はすべて超過ኒなス䉬䉳ュールで運⥶
・空港基本施設（Ṗ走路、⺃導路、エプ䊨ンなど）の維持ୃ❲工事
はᄛ間の限られた時間に実施

・空港基本施設の長ኼ命化とともに 劣化・損傷のメ䉦䊆䉵ムを把空港基本施設の長ኼ命化とともに、劣化 損傷のメ䉦䊆䉵ムを把
握し舗装の性能確保が必要
㹢走行安全性能に関する路面設計手法を構築

・さらにライフサイクルコストの❗減も必要
㹢空港基本施設の合理的な䊙ネ䉳メント手法を提案

信頼性とリスクを考慮した道路構造物資産の
予防保全的管理手法に関する研究

③平成２３年度の研究成果

予防保全的管理手法に関する研究

３３．成果の施策への反映

・「橋梁定期点検要㗔(案)」の改定案、「㍑橋の疲労損傷に関する特
定点検要㗔(案)(⒓)」に反映予定（H24年度）

・直轄Ｂ䌍䌓(㪙㫉㫀㪻㪾㪼㩷㪤㪸㫅㪸㪾㪼m㪼㫅㫋㩷㪪㫐㫊㫋㪼m)改良案を道路ዪへ提示し、
スト ク 䊙ネ䉳メント手法の維持管理実務 の導入をきかけストック・䊙ネ䉳メント手法の維持管理実務への導入をきかけ
(Ｈ２４年⑺)
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③平成２３年度の研究成果

空港基本施設の予防保全的な設計技術

３．成果の施策への反映

・走行安全性能に関する路面設計手法については䋬「空港舗装設
計要㗔」に反映予定（平成25年度） ・・・ 平成24年度成果

原位置調査手法の高度化については 「空港舗装ୃ要㗔」・原位置調査手法の高度化については䋬「空港舗装ୃ要㗔」
（平成24年4月一部改⸓）」に反映済み ・・・ 平成23年度成果

③平成２３年度の研究成果

空港基本施設の予防保全的な設計技術

２２．平成２３年度の研究成果
・ 実物大⥶空機⩄重走行試験により、タ⩄履歴と路面性状の劣化実物大⥶空機⩄重走行試験 より、タ⩄履歴と路面性状の劣化
（わだち掘れなど）の関係を把握
・ 経年劣化(環境変化）による材料特性の変化を定量的に評価
原位置調査手法（ 調査） 評価手法を改良・ 原位置調査手法（FW㪛調査）の評価手法を改良
⥶空機⩄重タ⩄装置による
走行試験

ု直 5℃ ု直 20℃ ု直 40℃

FWD調査
重錘を落下させて舗装表面に発生するたわみ
を測定 この結果と規準たわみとの比を用い

環境劣化を与えたアスファルト
供試体の試験結果

400

500
/
m
m

直 直 直

水平 5℃ 水平 20℃ 水平 40℃

未劣化試料

を測定。この結果と規準たわみとの比を用い
た評価手法に改良

m
m

400

500

100

200

300

動
的

安
定

度
DS

 回
/ 未劣化試料

劣化試料

12

14

m
） 動
的

安
定

度
D

S
 回

/m

100

200

300

0

0.00E+00 1.00E-02 2.00E-02 3.00E-02 4.00E-02 5.00E-02

累積変形量 mm

【ストアス】

材料特性変化の 例
2

4

6

8

10

わ
だ
ち
掘

れ
量

（
m
m

No.1
No.2

No.3
No.4 0.00E+00 1.00E-02 2.00E-02 3.00E-02 4.00E-02 5.00E-02

累積変形量 mm

0

材料特性変化の一例
（耐流動性が低下）

FWD（Falling Weight Deflectometer ）調査 は
舗装の内部構造を探る非破壊試験の一種

わだちぼれ計測結果の一例

0
0 2000 4000 6000 8000 10000 12000

走行回数 （回）
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①平成２４年度主要な研究事例

◆新新規プ䊨䉳䉢クト研究

・津波からの多重防御・減災システムに関する研究

・超過外力と複合的自然災害に対する危機管理に関する研究 (事項立て）

・大規模土砂生産後の流砂系土砂管理のあり方に関する研究

木造3㓏建学ᩞの火災安全性に関する研究・木造3㓏建学ᩞの火災安全性に関する研究

◆重重点的に取り組む研究課題
中古住宅流通促進 ト ク再生に向けた既存住宅等 性能評価技術 開・中古住宅流通促進・ストック再生に向けた既存住宅等の性能評価技術の開

発（総プ䊨）

・下水道㕟新的技術実証研究（㪙-㪛㪘㪪Hプ䊨䉳䉢クト）下水道㕟新的技術実証研究（ プ 䉳 クト）

◆新新規事項立て課題

ᴪ岸都市の防災構造化支援技術に関する研究（新規䍪䍽䍹䍚ﾞ 䍖ﾄ研究の 部）・ᴪ岸都市の防災構造化支援技術に関する研究（新規䍪 䍹䍚 䍈䍖ﾄ研究の一部）

・外装材の耐震安全性の評価手法・技術に関する研究

・建物火災時における避難安全性能の算定法と目標水準に関する研究
・䌉䌃䌔を活用した人の移動情報の基盤整備及び交通計画への適用に関する
研究

ΤΤ 2424

28
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①平成２４年度主要な研究事例

津波からの多重防御・減災システムに関する研究

３．研究の要（津波避難対策・防災拠点機能確保）
・実態調査、シミュレーション䉿ール開発等により検討実態調査、シミ ション䉿 ル開発等により検討

防災拠点機能に係る被災実態調査、対
策手法の開発（H24・25年度)

津波対策を考慮した防災都市づくり
計画手法の開発 (H25・26年度)策手法の開発（H24 25年度) 計画手法の開発 (H25・26年度)

防災拠点施設
の耐浸水化

避難ビル

の耐浸水化

高台移転 避難ᐢ場

避難路

津波避難シミュレータの開発（H24・25年度)
火災避難 実態に基

づく津波

災害時の代替の
防災拠点施設

津波遡上

車両交通
モデル

モデル づく津波
避難行動
モデル

避難阻害

防災拠点施設

液状化対策
の実施

津波遡上
モデル

箇所・要因
抽出機能

①平成２４年度主要な研究事例

津波からの多重防御・減災システムに関する研究

１１．背景・目的

東日本大震災の大津波災害から、災害には上限がなく、なんと
しても命を守るためにハード・ソフトを総動員した多重防御による
減災が必要との教訓 それを支える技術基準 手引き等を整備減災が必要との教訓。それを支える技術基準・手引き等を整備。

２ 成果の施策への反映 ・復旧・復興への支援２．成果の施策への反映

・技術基準等への反映
－設計津波の水位設定法（H23 7） －津波浸水シミュレーション手引き(H23 7)

・復旧・復興への支援
・全国の津波対策への反映

－設計津波の水位設定法（H23.7）、－津波浸水シミュレーション手引き(H23.7)
－津波避難ビル等の構造に係る技術基準(H23.11通知、H23.12告示）、設計例等技術資料（H24.3)
－海岸堤防の粘り強い構造留意事項（H24.5）、－津波浸水想定の設定の手引き（H24.2）

－津波せき上げの評価方法（H24.1）、－特定開発行為の技術的基準（H24.1）

・防災都市づくり計画の策定指針への反映（H26）
－避難安全性に基づく市街地整備計画手法、防災拠点機能のリダンダンシー確保の計画手法
→防災都市づくり計画の策定指針
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①平成２４年度新規研究課題

超過外力と複合的自然災害に対する危機管理に関する研究

３．研究の要
・歴ผ的災害事例の分析、災害発生のシナリオの構築手法、リスク・
影響度分析手法 減災 向 た効果 高 対策技術を開発する

䇴災害シナリオの構築手法と
リスク・影響度の分析手法䇵 （24 25年度）

影響度分析手法、減災に向けた効果の高い対策技術を開発する。

䇴「減災」に向けたハード・ソフト対策の
⾫いㆬᛯ 組み合わせ䇵リスク・影響度の分析手法䇵 （24・25年度） ⾫いㆬᛯ・組み合わせ䇵

（26年度）超過外力時及び複合災害の
シナリオ構築手法を提案：
個々の事象が波及、影響して連鎖していく構造を分析

発生頻度が低い超過外力・複合災害のみ
ならず、高頻度な災害時にもシームレスに効

地震

津波

海岸堤防から
堤内地への

浸水

遡

ᩗǛؕע
ໜƱƠƨ
ܹƷ̊

10

幹線交通網とア
クセス道路

台風

災害早期把握・

土砂災害

10

幹線交通網とア
クセス道路

台風

災害早期把握・

土砂災害

ならず、高頻度な災害時にもシ に効
果を発揮できる対策技術

地震
河川への遡上

液状化

地盤沈下
海岸・河川に
おける堤防の

-20
-30

-10

10
地盤沈下

避難施設へ
のアクセス

排水機能強化・
土地利用

防災情報

出水予測・
情

-20
-30

-10

10
地盤沈下

避難施設へ
のアクセス

排水機能強化・
土地利用

防災情報

出水予測・
情

亀裂・すべり

地盤沈下 おける堤防の
機能の低下 -20

-20 -10

-10
地震動

防災情報

地震情報に基づく危
機管理体制強化

盛土による
浸水防御

-20

-20 -10

-10
地震動

防災情報

地震情報に基づく危
機管理体制強化

盛土による
浸水防御災害リスク等の分析手法：

津波
構造物の耐震化・対浪化・

早期復旧構造

粘り強い海岸堤防
浸水防御

津波
構造物の耐震化・対浪化・

早期復旧構造

粘り強い海岸堤防
浸水防御災害リスク等の分析手法：

人的被害をはじめとする種々の定量的・定性的な
被害推計に基づいて、災害リスクと影響度を評価
する手法を提案

①平成２４年度主要な研究事例

超過外力と複合的自然災害に対する危機管理に関する研究

１１．背景・目的

平成23年東北地方太平洋沖地震による激甚な災害と その後平成23年東北地方太平洋沖地震による激甚な災害と、その後
に発生した台風12号、15号等による洪水・土砂災害の教訓を踏ま
え、従来の想定を大きく超える大規模かつ複合的な自然災害にえ、従来の想定を大きく超える大規模かつ複合的な自然災害に
対しても、住民の生命を守ることを最優先として、高い災害靱性を
有する国家基盤の構築が求められている。

２．成果の施策への反映

・南海トラフにおいて想定されている３連動地震を始めとして今後
生じうる強力な地震や複合災害の減災施策への活用を目指す。

甚 被害 被・現在、東日本大震災により甚大な被害を受けた被災地の復旧・
復興が進行中であり、同時並行で進める本研究（２４～２６年度）
において 災害リスク等の分析手法等節目毎に得られる考え方・において、災害リスク等の分析手法等節目毎に得られる考え方・
手法等の成果を復旧・復興に逐次応用する。
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①平成２４年度新規研究課題等

大規模土砂生産後の流砂系土砂管理のあり方に関する研究

３．研究の要

①大規模土砂生産後の土砂 ②土砂動態予測技術及び

再現計算

①大規模土砂生産後の土砂
流出及び対策の効果・影響
の実態把握 （H24・25年度）

②土砂動態予測技術及び
対策の効果評価技術の
開発 （H25・26年度）の実態把握 （H24 25年度）

・既往文献、データ（河床変動測量、ダム堆砂
等）の整理分析

開発 （H25 26年度）

・河床変動計算
・長期間の計算を可能とする技術の開発

等）の整理分析

・空中写真を活用した土砂流出状況の把握
（砂防堰堤の堆砂量推定等）
・流砂水文観測データによる状況把握

支配要因の抽出など

③土砂動態及び対策に関
する指針案等の作成

（H26年度）

H23台風12号の例 H20岩手宮城内陸地震の例

①平成２４年度主要な研究事例

大規模土砂生産後の流砂系土砂管理のあり方に関する研究

１１．背景・目的

地震・降雨等による河道閉塞、深層崩壊など、流砂系の上流域
で大規模な土砂生産があった場合、長期にわたり流域の土砂動
態、環境に大きな影響を及ぼす。本研究では、中長期の土砂動
態予測技術、対策の効果評価手法の開発を目的とする。

２．成果の施策への反映

・大規模土砂生産後の中長期の土砂動態予測手法について、次
期、河川砂防技術基準・調査編等に反映する予定。
大規模土砂生産後の砂防施設の整備 河道掘削等の計画策定・大規模土砂生産後の砂防施設の整備、河道掘削等の計画策定
手法について、次期、河川砂防技術基準・計画編等に反映する
予定予定。
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①平成２４年度主要な研究事例

中古住宅流通促進・ストック再生に向けた既存住宅等の性能評価技術の開発

３．研究の要
・既存住宅の設計情報（形状、仕様等）を復元・管理する技術を開発既存住宅の設計情報（形状、仕様等）を復元 管理する技術を開発

・比セ的新しい材料・構法等の劣化実態にೣした現況検査法を開発

・整備された情報から既存住宅の性能を評価する基準を開発整備された情報から既存住宅の性能を評価する基準を開発

①設計情報を復元・管理する技術
（23-25年度）

《技術の検証》
（26年度）

③既存住宅の新たな
性能評価法 （24-25年度）

・既存住宅の
履歴情報整
備手法知識

ベ ス

・既成市街地
における相隣
環境性能評

建物情報

・3次元計測技術、
モデル化技術

・材料・構法の
知識ベ ス構築

形状モデル

②全国各地域における既存住宅の劣化状況等の

・劣化実態に
即した現況
検査法《試行調査》

ベース 価他建物情報
モデル既存住宅

知識ベース構築

体系的調査・分析 （24-25年度）
・相隣環境の
性能評価基
準等

《試行調 》

設計仕様・劣化等の実態調査
（23年度）

・年代別仕様の情報収集

・解体建物における劣化等
・建物外部の劣化
事象と内部損傷等解体建物における劣化等

の事例把握
事象と内部損傷等
の関係性の分析 解体前の現況 内部の調査

①平成２４年度主要な研究事例

中古住宅流通促進・ストック再生に向けた既存住宅等の性能評価技術の開発

１１．背景・目的

2020年までに各市場の規模を倍増させる「新成長戦略」の施策
目標達成に向けて、中古住宅市場・リフォーム市場の環境整備目標達成 向け 、中古住宅市場 リ ォ 市場 環境整備
に資するため、図面等が無い場合においても、既存住宅の設計
仕様や劣化状況等を容易に把握し、性能を評価する技術を開発
するする。

２ 成果の施策 の反映２．成果の施策への反映

図面等が無く、現状では評価が難しい既存住宅にも適用可能
な、住宅瑕疵保険の現況検査や既存住宅の住宅履歴情報整備
等に係る技術基準等の原案を提案する（ 2014年（平成26年度）
を目途）を目途）。
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①平成２４年度主要な研究事例

下水道㕟新的技術実証研究（㪙-㪛㪘㪪Hプ䊨䉳䉢クト）

３．研究の要
・前年度に公（下図①～㽹の８テー䊙）、学識者の評価委員会に前年度に公（下図① 㽹の テ ）、学識者の評価委員会に

よりㆬ定された技術に対して、国総研から委⸤研究。

下水処理場
䡾

管き䉊 下水処理場

流流入

H23年度公テー䊙䡾

䢃
ᾲ利用
下水
ᾲ利用

①水処理
②バイオガス回収
③バイオガス♖

水処理(࿕液分離)

管き䉊

下水 発電所発電所
⚕⚕

ᾲ

場内 䢂

䢃
下水処理

ᳪᵆ処理

③バイオガス♖
㽵バイオガス発電

の技術を組み合わせた
システム

エネルギー

下水
ᳪᵆ

燃料化
࿕形
燃料化

都市ガス都市ガス

・⚕・⚕
工場等工場等

場内・
場外利用

H24年度公テー䊙

䡿

䢂

䢄

⓸⚛ 㽶下水ᳪᵆの࿕形燃料化
䢀

エネルギー

バイオ
ガス

ガス
♖

ガス

都市ガス都市ガス
・工場等・工場等ガス

回収

㒰去㒰去

処理場内処理場内
⢈料

㽷未処理下水のᾲ利用
㽸ᩕ㙃Ⴎ(⓸⚛)㒰去
㽹ᩕ㙃Ⴎ(リン)㒰去䍃回収

の各技術

䢀

䢅

ネルギ

資Ḯ

発電䢁
回収
リン
回収

処理場内処理場内
利用等利用等 （

各技術
（組み合わせも可）

①平成２４年度主要な研究事例

下水道㕟新的技術実証研究（㪙-㪛㪘㪪Hプ䊨䉳䉢クト）

１１．背景・目的

下水道の持つエネルギー・資Ḯを活かしたᓴ環型・低⚛社会
構築のため、大幅なエネルギー等のഃ出とコストの❗減を可能と構築 、大幅な ネ ギ 等 ഃ出 ❗減を可能
する㕟新的技術について、実規模レベルで実証し、普及を図る。

２．成果の施策への反映

・実証研究によって㕟新的技術の一般化を図り、技術ごとに㗅次
ガイドラインを策定する。
これにより 民間企業の䊉䉡ハ䉡等を活用しつつ 戦略的な全国・これにより、民間企業の䊉䉡ハ䉡等を活用しつつ、戦略的な全国
への普及ዷ開を促進するとともに、日本企業による水ビ䉳ネスの
海外ዷ開を支援する。海外ዷ開を支援する。
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②情報の集積と発信に関する新たな取り組み

迅速な災害復旧支援等のための情報支援システムの整備

ナレッ䉳データベース構築の方向性【道路構造物管理の事例】

① 地整とのデータ共有により、現場の道路関係⡯員の技術力を向上、対応を支援

道路ዪナレ 䉳デ タベ ス ＜道路ዪのイントラに⊓録＞道路ዪナレッ䉳データベース

■整整備の方向性
１）検⚝機能や他のデータベース

ਇౕ合時対処方法などで
他の参考となる知見を

＜道路ዪのイントラに⊓録＞

１）検⚝機能や他のデータベース
へのリンクなどの機能性拡充
要緊急調査箇所の抽出 等

２）過去の知見のデータベース化

参考 見
データベース化

例えば、
■疲労亀裂発見時の緊急対処法 ２）過去の知見のデ タベ ス化
■火災時のコンクリート判定法

② 技術相談・技術指導の情報を蓄積し、基準改定や再発防止策に有用な情報を保全

技術相談・技術指導データベース

■整整備の方向性
１）橋梁諸元デ タなど

技術相談・技術指導
の記録 関連資料を

＜国総研で管理＞

例えば、
■議事録・指導文書

１）橋梁諸元データなど、
他のデータベースと連携

技術基準の改定に反映
注意喚起や緊急調査指示

の記録・関連資料を
データベース化

■議事録 指導文書
■調査データ（写真など）
■報道資料
■関連技術資料（基準等）抜粋

注意喚起や緊急調査指示
などの施策提案に反映

２）過去の知見のデータベース化

迅迅速な災害復旧支援等のための情報支援システムの整備
②情報の集積と発信に関する新たな取り組み

災害・事故の種別 国総研地方整備ዪ

【困難度 】
全て収集

デ タベ ス化【困難度 】

従来の知見・一般的知見
のみでは対応できない

新たな災害・事故

一部収集
データベース化

・被災事例

・対処方法
迅
速
復
旧

限られた国総研⡯員
による対応

新たな災害 事故 対処方法

※1㩷橋梁関係䍣䍸䍍䍚ﾞ䍡ﾞ䍎䍞䍫ﾞ䍎䍛
※2 堤防データベース

現地調査・全面的指導

旧
の
技
術
指

※2㩷堤防デ タ ス
※3㩷土砂災害データベース

【困難度 】 現地調査・全面的指導

ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ・事例集・手引き
等として取りまとめ

指
導

管理施設の設計諸元等
デ タベ ※1 道路橋の定期点検に関す

る参考資料(橋梁損傷事例)
※2 土砂災害情報雨量基準
※3 下水道の地震対策ﾏﾆｭｱﾙ

【困難度 】

ガイドライン等の知見で
対応可能な災害 事故

のデータベース

普及 ※ 下水道の地震対策 ｱﾙ
対応可能な災害・事故

迅速な災害復旧のための支援体制の現状と課題
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２）国総研技術速報
②情報の集積と発信に関する新たな取り組み

◆技術速報の発信を開始

住宅 社会資本整備に係わる研究住宅・社会資本整備に係わる研究
を推し進める໑一の国の研究機関
として、今後の基準化、施策化、技
術 等 方向性を検 程

国総研技術速報

術開発等の方向性を検討過程では
あってもタイムリーに⚫。

国総研技術速報 第１号： 国総研技術速報の䊕ー䉳（国総研HPより）

粘り強く効果を発揮する海岸堤防の構造検討【第１報】（平成24年5月14日）

東日本大震災の津波で被災した海岸堤防の
復旧に向けて、粘り強く効果を発揮する海岸堤
防の構造上の工夫及び施工上の留意点に関
する検討を実施

裏法被覆工の工夫・留意点

裏法尻の洗掘対策と
そ 留意点する検討を実施。

第１報では、洗掘抵抗性と安定性向上のため
の工夫及び留意点についての検討結果を発信。 第１報における検討項目

その留意点


	資料3．平成23年度の研究活動について，平成24年度以降の取り組みについて  



